４．関空は、なにわ筋線やリニアで活性化しないと思う

（１）関空の現状　【資料３０】
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・関西空港2期工事　飛行機の発着回数は当初（1996年）は、2007年17万8千回(7空整)。しかし、実績は2007年12万9843回（2007年2月には、2017年16万回と５回目の下方修正）、2012年14万8千回、2017年16万回。しかし、０８年１２万９２６３回、０９年１０万８６７２回、１０年１０万６８７３回と低迷。

・すでに２期事業に対し、大阪府1200億円以上、大阪市600億円以上の無利子貸付と出資。大阪府が有利子で銀行から借り、無利子で関空会社に貸付と出資。
・関空会社の有利子の借金は１兆円超す。

（２）なにわ筋線と関空リニア【資料３１、３２】
1900億~3900億円。いろいろなケースがあるが、梅田から関空に行くのに7分しか短縮できないケースもある。関空リニアは、約５０００億円前後の試算もあるが、それでも国内線は増えないのでは。
（３）りんくうタウン

・利益を関空建設に回すとして、約5700億円をつぎ込んだが破たん。一般会計からの繰り入れ、府民の負担は今まで2403億円。

・銀行は昨年度まで1232億円の利息収入。今後約500億円の利息収入が銀行に。

・りんくうゲートタワービル(256㍍)建設費659億円、2005年に外資系企業に44億円で売却。府負担255億円＋37億円。ゲートタワーホテルも今、議会で破たん処理中。

５．大阪府が誘致した大企業5社の雇用状況

（１）シャープ関連とパナソニックへの大阪府の立地促進補助金

・契約金額302億円(22年度末までの執行額〈使用額〉79億8479万円)

（２）雇用の１割にもならない少ない新規雇用【資料３３】
・新規雇用の正社員180人、新規採用のパート36人。公式には正社員1812人、パート・アルバイト560人というが、9割以上は内部の移動。
Ｃ、Ｄ．大阪府と大阪市、府内市町村の協力の重要性

１．Aで提案した「脱原発」と「自然エネルギーの拡大」「安全・安心の街つくり」「福祉・教育の充実」で人にやさしい大阪にする方向で大阪府が先導的役割を果たし、大阪市や府内市町村と協力してこそ、大阪は元気になる。

（１）Aの提案は、言いかえれば、「府民のくらしの応援」になる

・　「自然エネルギーの拡大や安全・安心の街つくり」は中小企業や大企業の需要拡大につながる。また、ものづくりの街、大阪の存在意義を維持・発展させることにも役立つ」
・　「雇用の拡大にも貢献する」。

・　「安全な街、大阪は、今住んでいる大阪府民の災害への不安の解消にもなる」。

（２）例えば雇用でいえば、
・　今年度保育所が計画どおり66カ所できたとすれば、一カ所20人として1320人の新規雇用が生まれる。この人たちが大阪に根付き、くらしていく中で、住宅も含めあらゆる消費活動が活発になる。

・　一年更新の定数内講師の正教員化も多くの予算をかけずに教育の質の向上や大阪の消費活動の活発化などという２重、３重の効果がある。

・　４割近い非正規雇用の労働者がいる大阪での正規雇用拡大は、個人消費拡大、少子化解消、長続きする社会の大きなカギ。
（３）大手前・森之宮の街づくりは自然と歴史、うるおいのある街づくりを私は主張している。

（４）大阪府が先導的・広域的役割を発揮すれば、大阪市、府内市町村の努力と相まって2倍、3倍、場合によっては、それ以上の経済効果をもたらす。
・　中学校給食でも市町村の教育現場では、２倍以上の支出（経済効果）になる。給食の維持に関わって雇用も増える。
・　住宅への太陽光では、高槻の場合、２７００万円の補助金で、５億４０００万円の経済規模。大阪府が毎年１０億円の予算を組めば、少なくとも２００億円以上の経済規模になる。
・　住宅の耐震改修やリフォームなども同じように大きな経済効果。

（５）内需主導の大阪、自然と歴史を守ってこそ外国からの観光客も増える。関空、伊丹、新大阪（新幹線）などの交通インフラも生きる。
２．中心部の高速交通インフラを新しくつくることは、全面否定はしないが、費用対効果などを考えると当面必要ない。むしろ、府内どの地域に住んでいる人も、買い物難民、医療難民、介護難民にならないようなまちづくりを大阪府はめざすべき。
　　　高齢者人口比率では１９７０年５．２％、１９９０年９．７％、２０１０年２２．３％と急増。これらの人は、身近で買い物や医療、介護などの施設があることを望んでいる。　【資料３４】
３．基礎自治体を３０万人程度が適当とする必要ない。それぞれの市町村の成り立ちや文化、住民の意識など、それぞれの特徴を生かし、住民自治、地方自治が可能になるよう、国や大阪府が財政面も含め、援助すべき。
４．大阪市における住民自治の拡大は、当面、各区ごとの住民委員会をつくることなどが考えられる。

　　大阪市における住民自治のあり方や政令市のあり方は、市議会・府議会だけでなく、住民参加で、一定時間をかけて議論をする。１～２回の選挙で決めるべきではない。【資料３５、３６、３７】
Ｅ．税財源のあり方
（1） 大都市に限らず、全国的にもせめて三位一体改革以前の地方税財源の水準に戻すべき。

（2） 大阪府、愛知県などから地方法人税のような形で法人事業税の一部を国が取り上げることはなくす。【資料３８】
（3） 個人住民税の税収減も始まっている。団塊の世代が定年を迎え、高齢者になっていく中で、今後、このままでは、住民税の減少傾向は続く。【資料３９、４０】
（4） それだけに、一部の大企業が内部留保を巨額に蓄積し、市場経済に出回っていない状況は、日本経済にとっても改善必要。

大企業の内部留保の一部は、正規雇用、中小企業支援、震災対策など、市場経済と社会に還元するべき。

ルールある経済社会をめざすことも必要である。

Ｆ．大都市制度における議会のあり方
（1） ６月に維新の会が強行した選挙制度改定は撤回すべき。４割の投票者の意見が死票になる。

（2） 比例代表が、有権者の多様な意見を反映する一つの有力な考え。

同時に、無党派（政党支持なし）層が増えているので、一定の地域（大阪府では、例えば、７地域）を選挙区にして比例代表にするのも一つのやり方。

（3） 一番大事なことは、有権者の多様な意見が議会の構成に反映すること。
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